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高松国税局 管理運営課

キャッシュレス納付利用の前に
（e-Taxの概略）



○ e-Taxの概略①

国税電子申告・納税システム

e-Tax（インターネット）を利用することで、自宅やオフィスから申告や納税などの手
続きを行うことが可能です（電子証明書による電子署名が必要な場合があります）。

所得税、消費税、法人税、贈与税などの申告や法定調書の提出、届出や 申請な
どの各種手続を行うことができるものです。

また、税金の納付も、ダイレクト納付やインターネットバンキングなどキャッシュレス
で納付を行うことができます（電子証明書による電子署名は不要）。

（申告等データ）

e-Taxとは・・・

（納付データ）
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○ e-Taxの概略②

e-Taxで利用できる手続

１ 所得税、贈与税、法人税、地方法人税、消費税(地方消費税を
含みます。)、復興特別法人税、酒税及び印紙税に係る申告

２ 各種申請・届出等（納税証明など）

３ 国税の全税目の納税
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○ e-Taxの概略③

e-Taxを利用するメリット

・ 税務署や金融機関に出向く必要がない１ 距離的な制約がなくなる

２ 時間的な制約がなくなる ・ 税務署の執務時間以外でも申告書等の提出や納税が可能
・ 金融機関の窓口で並ぶ必要がない

（参考）e-Tax利用可能時間

【通常期】

火～金 24時間

（休祝日、12/29～1/3を除く） ※休祝日の翌稼働日は8：30～

月・土・日・休祝日 8：30～24：00

【確定申告期】

全日 24時間

（土日休祝日を含みます。）
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○ 電子証明書

信頼できる第三者（認証局）が間違いなく本人であることを電子的に証明するもの（書面取
引おける印鑑証明に代わるもの。）。

電子証明書とは・・・

発 行 機 関 種 類

公的個人認証サービス マイナンバーカード（※Ｐ５参考）

商業登記認証局 法務省が運営する「商業登記認証局」が発行するもの

株式会社帝国データバンク
（電子委任状取扱事業者）

TDB電子認証サービスType Aに係る認証局が作成する電子証明書

株式会社トインクス TOiNX電子入札対応認証サービスに係る認証局が作成する電子証明書

日本電子認証株式会社
（電子委任状取扱事業者）

AOSignサービスG2に係る認証局が作成する電子証明書

NTTビジネスソリューションズ株式会社
（電子委任状取扱事業者）

e-Probatio PS2サービスに係る認証局が作成する電子証明書

セコムトラストシステムズ株式会社
（電子委任状取扱事業者）

セコムパスポート for G-IDに係る認証局が作成する電子証明書

三菱電機インフォメーションネットワーク株式会社
（電子委任状取扱事業者）
※旧ジャパンネット株式会社

DIACERTサービスに係る認証局が作成する電子証明書
DIACERT-PLUSサービスに係る認証局が作成する電子証明書

地方公共団体組織認証基盤（LGPKI） 地方公共団体（LGPKI）の認証局が作成する電子証明書

政府共用認証局（官職認証局） 政府共用認証局（官職認証局）が作成する電子証明書
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○ マイナンバーカードのパスワード（参考）

パスワードの種類 入力文字数等 ロック回数 使用方法

署名用電子証明書
英数字6文字以上16
文字以下

5回連続で間違えると
ロックされます

申告等データに電子署名を行う際に使用

利用者証明用電子証明書 数字4桁
3回連続で間違えると
ロックされます

e-Taxにログインする際に使用

券面事項入力補助用 数字4桁
3回連続で間違えると
ロックされます

マイナンバーカード方式の利用開始時にお
いて、4情報（氏名・住所・生年月日・性別）
を読み取る際に使用
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電子署名とは・・・

インターネットはなりすましや改ざん等のリスクが伴うため、申告等データを送信する際、
利用者本人が作成し、改ざんされていないことが確認でき、更に自署・押印に代わるものと
して、電子的な署名を行うもの。電子署名に使う電子証明書（②）は、e-Taxに登録した電
子証明書（①）と同一の電子証明書で有効期限内のものを使用する必要があります。

（申告等データ）

（電子署名）※

（電子証明書の登録）

○ 電子署名

①

②

【電子証明書のよくあるエラーとその対処法】
・①と②の電子証明書の不一致 ⇒①の電子証明書と同じ電子証明書を使用して送信
・①の電子証明書の有効期限切れ ⇒①の電子証明書を更新し、再登録した後に送信

①＝②：正常
①≠②：エラー
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※ 令和５年１月からは、マイナンバーカードを利用して申告される方の
マイナンバーの読み取り回数が１回となります。



○ 署名省略

（電子署名不要）×

署名省略とは・・・

（①～③の送信）

・電子署名を省略すること

１ 納税証明書の交付請求
（署名省略分）

２ 所得税徴収高計算書

３ 納付情報登録依頼

・オンラインで交付請求して税務署の窓口で納税証
明書を受け取る方法

・電子証明書及びICカードリーダライタが不要

【電子署名省略手続】

・給与所得等の所得税徴収高計算書等の10種類

・納付する税目、課税期間等を入力・送信し、ダイレ
クト納付等で納付する方法
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○ e-Taxの利用フロー①

（利用開始手続）

利用者識別番号の取得

電子証明書の取得

e-Taxソフト等を選択

・ 電子証明書及びＩＣカードリーダライタ
⇒ 申告書等に電子署名を行う場合に必要となります

電子証明書の登録

・ 利用するソフト（WEB版、SP版など）、受付コーナーを選択

・ 取得した電子証明書を使用して電子証明書を登録

・ 書面又は電子にて開始届出を申請
⇒ 利用者識別番号及び暗証番号発行

Ｐ８



○ e-Taxの利用フロー②

申告・申請データの作成

申告・申請データへ電子署名

申告・申請データの送信

・ 作成した申告等データに電子署名及び
電子証明書を添付

（申告・申請）
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（納税）

納付データ

納付情報データの作成

キャッシュレス納付

納付情報データの送信

・ 電子証明書及び電子署名は不要


